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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

  

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第191期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

第190期以前の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．第191期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

 

回次 第189期中 第190期中 第191期中 第189期 第190期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

(1）連結経営指標等   

売上高（百万円） 29,708 38,291 25,520 84,461 96,863

経常利益（損失）（百万円） 2,282 2,224 △1,277 4,603 3,344

中間（当期）純利益（損失）（百
万円） 

2,349 1,181 △11,152 4,325 2,326

純資産額（百万円） 34,591 40,352 31,114 38,399 43,874

総資産額（百万円） 136,393 129,875 117,396 136,845 123,659

１株当たり純資産額（円） 316.52 347.57 250.60 330.72 355.71

１株当たり中間（当期）純利益
（損失）（円） 

21.52 10.18 △90.42 38.94 19.82

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 25.4 31.1 26.3 28.1 35.5

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー（百万円） 

△448 8,695 △4,103 788 6,217

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー（百万円） 

△562 △37 △417 △67 769

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー（百万円） 

△311 △7,592 1,765 △2,324 △9,088

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（百万円） 

10,412 11,198 5,278 10,129 8,034

従業員数（人） 
（外、平均臨時雇用者数） 

1,073 
(121) 

1,052
(123) 

1,047
(108) 

1,043 
(112) 

1,023
(118) 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第189期中及び第191期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

第190期中、第189期及び第190期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  

 

回次 第189期中 第190期中 第191期中 第189期 第190期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等   

売上高（百万円） 28,333 37,259 24,518 81,341 93,853

経常利益（損失）（百万円） △285 1,355 △1,706 372 1,316

中間（当期）純利益（損失） 
（百万円） 

△229 248 △11,578 122 440

資本金（百万円） 15,431 15,431 15,431 15,431 15,431

発行済株式総数（千株） 129,649 129,649 129,649 129,649 129,649

純資産額（百万円） 32,259 35,453 24,599 34,429 37,989

総資産額（百万円） 130,115 121,454 108,426 129,164 115,137

１株当たり純資産額（円） 295.02 305.29 199.39 296.46 307.92

１株当たり中間（当期）純利益
（損失）（円） 

△2.10 2.14 △93.85 1.10 3.75

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

－ － － － ―

１株当たり配当額（円） － － － 3.00 3.00

自己資本比率（％） 24.8 29.2 22.7 26.7 33.0

従業員数（人） 
（外、平均臨時雇用者数） 

980 
(111) 

964
(114) 

962
( 97) 

957 
(101) 

941
(105) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は[ ]

内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

建設事業   
971 
[107] 

不動産事業等   
16 
[ 1] 

全社（共通）   
60 
[ －] 

合計   
1,047 
[108] 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 
962 
[ 97] 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景として民間設備投資が堅調に推移し、雇用情勢の改
善により個人消費は緩やかに増加するなど、長期金利や世界経済の動向等の懸念材料には留意する必要があるものの、全
体的には緩やかな景気回復が続いております。 
建設業界におきましては、民間建設投資は増加傾向にありますが、国及び地方公共団体が財政構造改革を進めているな

かでの公共投資の減少幅が大きく、建設投資全体の減少基調は依然として続いており、厳しい状況で推移しております。 
当社グループはこのような状況の下で懸命の努力を続けてまいりましたが、売上高は255億円と前中間連結会計期間に比

べ127億円(前年同期比33.4%減少)の減収となりました。主な原因は、前中間連結会計期間は不動産事業において大型物件
の売却を行ったため、売上高が一時的に増加したためであります。 
損益面では、13億円の営業損失（前年同期は営業利益15億円）となりました。主な原因は、売上高の減収原因と同様

に、前中間連結会計期間は不動産事業等における大型物件の売却により、不動産利益が一時的に増加していたこと及び、
経費区分の見直しによる支店等事業所経費の販管費化に伴う経費の増加によるものであります。同様の理由により、12億
円の経常損失（前年同期は経常利益22億円）となりました。 
さらに財政状態の健全化を図るため、以下の特別損失の計上及び繰延税金資産の取崩しをいたしました。その結果、111

億円の中間純損失（前年同期は11億円の中間純利益）となりました。 
「特別損失」 
・「棚卸資産の評価に関する会計基準」の早期適用による棚卸不動産評価損(40億円） 
・支店等事業所経費の販管費化による、期首時点で未成工事支出金に含まれる販管費部分の処理損（5億円） 
・開発事業損失の引当額（11億円） 
「法人税等調整額」 
・期首時点から存在する一時差異の内、回収の可能性を見込むことが困難な繰延税金資産の取崩し（37億円） 
  
事業の種類別セグメントごとの業績を示すと次のとおりであります。(事業の種類別セグメントごとの業績については、

セグメント間の内部売上高等を含めて記載しております。) 

  

 （建設事業） 
建設事業を取り巻く環境は、主に公共投資の削減により、厳しい状態が続いております。そのような状況のもと、当社

グループの建設事業の売上高は242億円と前中間連結会計期間に比べ33億円(前年同期比12.0%減少)の減収となりました。
損益につきましては、工事利益率は前中間連結会計期間に比べ改善したものの、受注時期の遅れによる完成工事高の減少
に伴い完成工事利益が減少し、また経費区分の見直しによる支店等事業所経費の販管費化に伴う経費の増加により、営業
損失15億円（前年同期比2.4%増加）となりました。なお、当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、その計上
が上半期に比べて下半期に偏る業種的な季節的変動があります。 

  
 （不動産事業等） 

不動産事業を取り巻く環境は、都心部を除き未だ好況とは言えない状態であります。このような状況を考慮し、賃貸を
中心に堅実な営業活動を行いました。当社グループの不動産事業等の売上高は16億円と前中間連結会計期間に比べ92億円
(前年同期比84.8%減少)の減収、営業利益は1億円と前中間連結会計期間に比べ29億円(前年同期比94.9%減少)の減益となり
ました。前中間連結会計期間は大型物件の売却により売上高、営業利益ともに一時的に増加したためであります。 
  

 (2）キャッシュ・フローの状況 

 当社グループは、キャッシュ・フローの安定化を図りながら、財務体質の改善・資産の効率化に取り組んでおります。 
 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前中間純損失となったため41億円の
資金の減少(前年同期は86億円の増加)となりました。 
 投資活動によるキャッシュ・フローについては、貸付金の回収がありましたが、有形固定資産の取得等により4億円の資
金の減少(前年同期は0.3億円の減少)となりました。 
 財務活動によるキャッシュ・フローについては、長期借入金の約定返済をすすめておりますが、運転資金需要に伴う短
期借入金の増加と社債の発行の結果、17億円の資金の増加(前年同期は75億円の減少)となりました。 
 以上の結果、現金及び現金同等物中間残高は、期首残高から27億円減少し、52億円となりました。 

  

 （注） 「第２ 事業の状況」の記載金額には消費税等は含まれておりません。 

  



２【生産、受注及び売上の状況】 

(1）受注実績 

  

(2）売上実績 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．当社グループでは建設事業及び開発事業等以外は受注生産を行っておりません。 

３．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。 

４．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであります。 

前中間連結会計期間   国土交通省    4,726百万円    12.3％ 

当中間連結会計期間   国土交通省    3,619百万円    14.2％ 

  

 

区分 
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

建設事業（百万円） 33,816 31,562 

開発事業等（百万円） 168 166 

合計（百万円） 33,985 31,729 

区分 
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

建設事業（百万円） 27,518 24,212 

不動産事業（百万円） 10,706 1,281 

開発事業等（百万円） 65 26 

不動産事業等計（百万円） 10,772 1,308 

合計（百万円） 38,291 25,520 



 なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。 

(1）受注高、売上高、繰越高及び施工高 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 

工事別 
期首繰越高
（百万円） 

期中受注高
（百万円） 

計（百万円） 
期中売上高
（百万円） 

期末繰越高
期中施工高 
（百万円） 手持高

（百万円） 
うち施工高
（百万円） 

建設事業 
  ％  

海上土木 46,871 12,313 59,184 8,921 50,263 11.6 5,823 12,437

陸上土木 26,685 9,313 35,998 6,176 29,821 39.5 11,779 8,499

建築 28,386 10,729 39,116 11,467 27,648 28.5 7,892 15,056

計 101,943 32,356 134,299 26,565 107,733 23.7 25,495 35,993

不動産事
業等 

   

不動産事
業 

－ － － 10,628 － － － －

開発事業
等 

9 168 177 65 112 － － 65

計 9 168 177 10,694 112 － － 65

合計 101,952 32,524 134,477 37,259 107,845 23.7 25,495 36,059

工事別 
期首繰越高
（百万円） 

期中受注高
（百万円） 

計（百万円） 
期中売上高
（百万円） 

期末繰越高
期中施工高 
（百万円） 手持高

（百万円） 
うち施工高
（百万円） 

建設事業 
  ％  

海上土木 42,379 11,215 53,594 7,759 45,834 13.9 6,362 11,813

陸上土木 28,845 9,490 38,335 7,488 30,847 35.7 11,022 10,363

建築 27,169 10,086 37,255 8,042 29,213 24.0 7,010 12,180

計 98,393 30,792 129,185 23,290 105,894 23.0 24,395 34,357

不動産事
業等 

   

不動産事
業 

 － － － 1,201 － － － －

開発事業
等 

2 166 168 26 141 － － 26

計 2 166 168 1,228 141 － － 26

合計 98,395 30,958 129,353 24,518 106,036 23.0 24,395 34,384



前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．前期以前に受注した工事等で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注高にその増減額を含んでおり

ます。 

２．期末繰越高の施工高は、支出金により手持高の施工高を推定したものであります。 

３．期中施工高は不動産事業を除き（期中売上高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致します。 

  

 

工事別 
期首繰越高
（百万円） 

期中受注高
（百万円） 

計（百万円） 
期中売上高
（百万円） 

期末繰越高
期中施工高 
（百万円） 手持高

（百万円） 
うち施工高
（百万円） 

建設事業 
  ％  

海上土木 46,871 23,552 70,423 28,044 42,379 5.4 2,308 28,046

陸上土木 26,685 24,939 51,625 22,779 28,845 28.2 8,147 21,470

建築 28,386 29,001 57,388 30,219 27,169 10.6 2,872 28,788

計 101,943 77,494 179,437 81,044 98,393 13.5 13,328 78,305

不動産事
業等 

   

不動産事
業 

― ― ― 11,845 ― ― ― ―

開発事業
等 

9 956 966 964 2 ― ― 964

計 9 956 966 12,809 2 ― ― 964

合計 101,952 78,451 180,403 93,853 98,395 13.5 13,328 79,269



(2）受注工事高及び完成工事高について 

 当社は建設市場の状況を反映して工事の完成が下半期に集中し、最近３年間についてみても次のように上半期完成工事高は

年間の32.5～34.6％と季節的に変動するのが常であります。 

 （注） 上記受注工事高及び完成工事高には不動産事業等に係る金額は含まれておりません。 

  

(3）完成工事高 

  

前中間会計期間の完成工事のうち請負金額５億円以上の主なもの 

  

当中間会計期間の完成工事のうち請負金額５億円以上の主なもの 

  

 

期別 

受注工事高 完成工事高

１年通期 
（Ａ） 
（百万円） 

上半期 
（Ｂ） 
（百万円） 

（Ｂ）／（Ａ）
（％） 

１年通期
（Ｃ） 
（百万円） 

上半期
（Ｄ） 
（百万円） 

（Ｄ）／（Ｃ）
（％） 

第188期 74,679 31,500 42.2 84,252 27,387 32.5

第189期 103,390 35,442 34.3 76,310 26,391 34.6

第190期 77,494 32,356 41.8 81,044 26,565 32.8

第191期 － 30,792 － － 23,290 －

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

海上土木 8,472 448 8,921

陸上土木 5,647 529 6,176

建築 1,458 10,009 11,467

計 15,577 10,987 26,565

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

海上土木 6,761 998 7,759

陸上土木 6,193 1,295 7,488

建築 831 7,211 8,042

計 13,785 9,504 23,290

  社会福祉法人 敬愛園 ・ （仮称）サンシティ博多の森新築工事 

  社会福祉法人 若州福祉会 ・ 社会福祉法人若州福祉会（仮称）老人福祉施設「もみじの里」新築

工事 

  独立行政法人都市再生機構 ・ 樹海公園体育館建築工事 

  国土交通省 ・ 平成16年度四日市港霞ヶ浦北ふ頭地区泊地（-14ｍ）浚渫工事（そ

の３） 

  国土交通省 ・ 東京湾口航路（中ノ瀬航路）浚渫工事 

  内閣府沖縄総合事務局 ・ 那覇港（那覇ふ頭地区）道路（空港線）沈埋函（８号函）製作工事

  独立行政法人鉄道建設・運輸施設整

備支援機構 
・ 九幹鹿、宇土・不知火ＢＬ他 

  関西国際空港用地造成株式会社 ・ ２期空港島埋立工事（造成その４） 

  東日本高速道路株式会社 ・ 北陸自動車道 親不知海岸高架橋波浪対策中工事 

  国土交通省 ・ 東京湾口航路（浦賀水道航路）浚渫工事（その３） 



(4）手持工事高（平成18年９月30日現在） 

  

手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの 

  

  

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

海上土木 44,528 1,305 45,834

陸上土木 21,912 8,934 30,847

建築 5,660 23,552 29,213

計 72,101 33,793 105,894

  国土交通省 ・ 東京国際空港Ｄ滑走路建設外工事 平成21年２月完成予定 

  ＮＴＴ都市開発株式会社 ・ 福岡新宮宅地造成 平成21年１月完成予定 

  双日株式会社 ・ （仮称）潮見２丁目共同住宅新築工事 平成19年３月完成予定 

  独立行政法人鉄道建設・運輸

施設整備支援機構 
・ 東北幹、尻内ＢＬ（南）他 平成18年12月完成予定 

  国土交通省 ・ 瑞穂中央立体（その２）工事 平成18年12月完成予定 



３【対処すべき課題】 

 当社は、平成１７年度を初年度とする「第１４次長期計画」を策定し推し進めておりますが、建設市場の縮小傾向、価

格競争の激化等、建設業を取り巻く環境が一段と厳しさを増す中で、価格のみの競争から品質・技術を総合的に評価する

総合評価方式の拡大など公共調達システムに係る制度改革等に的確に対応し、企業体質を強靱なものにするため、計画内

容を見直し、取り組みを強化することといたしました。 

  「第１４次長期計画」の見直しでは、「新しい環境に対応した安定的な収益を実現できる強固な事業基盤の確立」を重

点方針に掲げ、時代に即応できる新たな施策を策定すると共に、従来の施策をより一層強化し、目的達成に向けて徹底し

た展開を推し進めてまいります。第１４次長期計画（見直し）の重点施策は以下のとおりです。 

・事業規模に見合った組織体制の確立 

  営業エリアの選択と経営資源の集中を核として本支店・営業所等の組織を見直し、効率的でコンパクトな組織体制の

構築を進めてまいります。 

  営業、施工、技術部門の連携強化を図り、効率的な提案型の営業体制の確立を目指してまいります。 

・技術営業力の強化 

  当社がこれまで培った実績と技術で、臨海部を中心として公共及び民間企業へ良質な技術サービスを提供する企画営

業を展開するとともに、社会的ニーズの高い建設廃棄物対策、環境技術の開発等、環境保全に関わる諸問題やＰＦＩ事

業の新しい分野にも積極的に取り組んでまいります。 

  建築部門におきましては、設計・施工一貫した技術サービスの提供を図るための総合的な技術力強化に取り組んでま

いります。 

・利益重視の基本原則徹底による本業収益力の強化 

収益力を強化するため、各種データベースを拡充し、さらに施工技術力を融合することによって、積算体制を強化

し、価格競争力を高めてまいります。 

経営資源の集中による効率性・経済性を最大限に活用し、人件費を含むコスト削減施策を実施するとともに、各事業

所の構成見直しにより経費圧縮に取り組んでまいります。 

・佐藤工業株式会社との業務連携 

  技術交流や資産の相互利用等を通じ、さらなる相互補完体制の確立・強化に取り組んでまいります。 

これらの重点施策を確実に実行するとともに、機動的・安定的な資金調達及び有利子負債の圧縮による財務体質の強化

に努め、コーポレートガバナンスを充実させ、防災活動や地域交流等の社会貢献活動も推進してまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 特記事項はありません。 

  

 



５【研究開発活動】 
（建設事業） 

 当社は、海洋開発関連技術、環境保全・創造技術、省力化・自動化（情報化）施工関連技術、施設の維持・補修技術
等の多様化するニーズに対応した様々な研究開発に取り組み、受注拡大のための体制強化を図っております。当中間連
結会計期間の研究開発費は、117百万円でありました。 
主な研究開発成果及び研究開発中の技術は、次のとおりであります。 
  

(1) 海洋構造物築造技術    

  ［構造物施工関連技術］ 

・人工海底山脈（マウンド魚礁）の造成施工支援システムを研究開発し、実用化に取り組んでおります。 

  ・沈埋函製作に関わる高流度コンクリートを暑中環境に対応できるよう改良いたしました。 

  ・合成構造式沈埋函におけるコンクリート充填度評価のための打音検査装置を開発いたしました。 

  ［解析技術］ 

・沖合から構造物近傍までの広範囲における波動現象を精度良く解析できる数値モデルの開発（共同）に取り組んでおり
ます。 

・海面埋立でしばしば問題となる軟弱地盤の沈下安定解析技術について、代表的な解析プログラム（DACSARとGeoFEM）の
比較研究（共同）を実施しております。 

・軟弱地盤の変形を精度良く予測する解析手法の開発研究に取り組んでおります。 
・港湾施設設計基準の改定(H19.4施行)に対応するため、耐震設計(動的解析)技術の習得に取り組んでおります。 

(2) 環境保全・創造技術 

  ［海面廃棄物処理場の関連技術］ 

・袋状二重遮水シート「ジオマリーン」を用いた遮水工の健全性評価手法及び損傷孔の補修技術について研究中（共同）
であります。 

  ［建設副産物・産業廃棄物の再生利用技術］ 

・銅スラグ細骨材の鉄筋コンクリートへの利用について研究開発（共同）に取り組んでおります。 

  ［環境改善技術］ 
・浚渫及び新素材による水質浄化方法及び干潟、藻場造成の研究開発に取り組んでおります。また、干潟の管理手法につ
いても研究に取り組んでおります。 

・木材を利用した環境配慮型ブロックの開発に取り組んでおります。 

・底質ダイオキシン類の対策技術として原位置固化処理に関する研究開発に取り組んでおります。 

・銅スラグを利用した藻場着生基盤を製作し、藻場造成機能に関して実海域試験を実施しております。 

・漂砂制御工法であるDRIM工法について、実海域実験を２箇所で継続中であり、また、漂砂の沖向き制御に関する新たな
実海域試験の実施を予定しております。 

・間伐材の有効利用が図れる鋳鉄枠組み木材魚礁を中心とした大規模魚礁システムを開発いたしました。 

・アスベスト対策の技術資料の作成を行っております。 

 ［解析技術］ 

・漂砂制御技術(DRIM工法)用の海浜変形予測プログラムを開発中であります。 
・透過構造の条件を考慮できる準三次元流れ拡散解析プログラムを開発中であります。 
・鉄筋コンクリート構造物での水和熱、乾燥等に起因するひび割れについて、ひび割れ幅の予測手法を開発中でありま
す。 

(3) 省力化・自動化（情報化）施工技術 

  ［ＧＰＳ（汎地球測位システム）］ 

・ＧＰＳを利用した深浅測量や施工管理技術を開発完了し、普及を進めております。 

(4) 施設の維持・補修技術 

  ［構造物］ 

・港湾コンクリート構造物の維持補修更新技術の研究開発に取り組んでおります。 

・桟橋下面の劣化コンクリートのウォータージェットによる自動はつり装置の開発に取り組んでおります。 

・管路内に堆積した土砂の除去技術を開発いたしました。 

・港湾施設の鋼管杭等の鋼構造物の維持補修に関する研究開発に取り組んでおります。 

  

 連結子会社では特段の研究開発活動は行っておりません。 

  

（不動産事業等） 

 特段の研究開発活動は行っておりません。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  
 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 240,000,000 

計 240,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 129,649,939 129,649,939
東京証券取引所
（市場第一部） 

－ 

計 129,649,939 129,649,939 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．住友信託銀行株式会社は、信託業務にかかる株式については住友信託銀行株式会社（信託口）名義に分割しておりま

す。なお、住友信託銀行株式会社（信託口）は上記に含めておりません。 

２．当社が所有する自己株式6,277千株（4.84％）は上記に含めておりません。 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～
平成18年９月30日 

－ 129,649,939 － 15,431 － 3,857 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号    5,276      4.07 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号    5,251 4.05 

若築建設協力会社持株会 東京都目黒区下目黒二丁目23番18号 4,685 3.61 

ステート ストリート バン
ク アンド トラスト カン
パニー  
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 
IFSC DUBLIN,IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
  

3,715 2.87 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 3,471 2.68 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,400 2.62 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 3,150 2.43 

日興シティ信託銀行株式会社
（投信口） 

東京都品川区東品川二丁目３番14号 2,979 2.30 

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１番２号 2,922 2.25 

三井住友海上火災保険株式会
社 

東京都中央区新川二丁目27番２号 2,300 1.77 

計  37,149 28.65 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、159,000株（議決権の数159個）含

まれております。 

２. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式745株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,277,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 123,122,000 123,122     － （注）１

単元未満株式 普通株式  250,939 －
１単元（1,000）株未
満の株式 (注)２ 

発行済株式総数      129,649,939 － － 

総株主の議決権 － 123,122 － 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

若築建設株式会社 
東京都目黒区下目
黒二丁目23番18号 

6,277,000 － 6,277,000 4.84 

計 － 6,277,000 － 6,277,000 4.84 

月別 平成18年４月 平成18年５月 平成18年６月 平成18年７月 平成18年８月 平成18年９月

最高（円） 288 276 208 216 209 209 

最低（円） 250 200 169 165 169 183 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載

しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しており

ます。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、

監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

現金預金 ※１  11,325 5,335  8,092 

受取手形・完成工
事未収入金等 

※５  17,586 17,869  24,576 

販売用不動産 ※１  16,792 15,062  16,833 

未成工事支出金    24,998 23,372  13,992 

不動産事業等支出
金 

   3,215 23  2,244 

繰延税金資産    2,710 1,781  2,254 

その他    6,469 7,600  6,708 

貸倒引当金    △295 △177  △206 

流動資産合計    82,802 63.8 70,867 60.4  74,496 60.3

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産       

建物・構築物 ※１  11,028 11,115  11,004 

機械・運搬具・
工具器具備品 

   4,861 5,197  5,013 

船舶    7,049 6,055  7,050 

土地 ※１  13,214 15,073  13,264 

減価償却累計額    △15,552 △14,968  △15,728 

有形固定資産計    20,602 22,473  20,603 

２．無形固定資産    152 144  148 

３．投資その他の資産       

投資有価証券    16,532 18,987  19,052 

長期貸付金    3,160 2,288  3,345 

繰延税金資産    4,569 840  4,116 

その他    2,449 2,172  2,311 

貸倒引当金    △434 △433  △441 

投資その他の資産
計 

   26,277 23,855  28,384 

固定資産合計    47,032 36.2 46,473 39.6  49,136 39.7

 Ⅲ 繰延資産    40 0.0 56 0.0  25 0.0

資産合計    129,875 100 117,396 100  123,659 100

              



  
 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

支払手形・工事未
払金等 

※５  23,916 22,331  26,181 

社債（1年以内償
還予定） 

   852 1,152  852 

短期借入金 ※１  21,546 21,464  18,740 

未払法人税等    100 107  120 

未成工事受入金等    19,979 17,669  11,466 

賞与引当金    480 458  482 

完成工事補償引当
金 

   11 11  34 

その他    4,860 5,988  5,919 

流動負債合計    71,748 55.2 69,183 58.9  63,797 51.6

Ⅱ 固定負債       

社債    2,164 3,012  1,918 

長期借入金 ※１  9,121 6,727  8,674 

再評価に係る繰延
税金負債 

   － 2,746  1,601 

退職給付引当金    4,884 2,789  2,858 

役員退職慰労引当
金 

   155 －  171 

開発事業損失引当
金 

   260 1,505  310 

その他    1,009 318  264 

固定負債合計    17,593 13.6 17,098 14.6  15,798 12.8

負債合計    89,342 68.8 86,282 73.5  79,596 64.4

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    180 0.1 － －  188 0.1

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    15,431 11.9 － －  15,431 12.5

Ⅱ 資本剰余金    16,845 13.0 － －  18,050 14.6

Ⅲ 利益剰余金    6,184 4.8 － －  7,385 6.0

Ⅳ 土地再評価差額金    1,105 0.8 － －  218 0.2

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

   2,275 1.7 － －  3,481 2.8

Ⅵ 自己株式    △1,490 △1.1 － －  △694 △0.6

資本合計    40,352 31.1 － －  43,874 35.5

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   129,875 100 － －  123,659 100

              



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 15,431 13.1  － －

２ 資本剰余金    － － 18,053 15.4  － －

３ 利益剰余金    － － △4,274 △3.6  － －

４ 自己株式    － － △691 △0.6  － －

株主資本合計    － － 28,519 24.3  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 3,184 2.7  － －

２ 土地再評価差額金    － － △786 △0.7  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 2,397 2.0  － －

Ⅲ 少数株主持分    － － 197 0.2  － －

純資産合計    － － 31,114 26.5  － －

負債純資産合計    － － 117,396 100  － －

        



②【中間連結損益計算書】 

  
 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高       

完成工事高   27,518  24,212 83,215  

不動産事業等売上
高 

  10,772 38,291 100 1,308 25,520 100 13,648 96,863 100

Ⅱ 売上原価       

完成工事原価   27,210  22,273 81,198  

不動産事業等売上
原価 

  7,523 34,733 90.7 1,163 23,437 91.8 9,721 90,920 93.9

売上総利益       

 完成工事総利益   308  1,938 2,016  

 不動産事業等総 
 利益 

  3,248 3,557 9.3 144 2,083 8.2 3,926 5,943 6.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  2,006 5.3 3,481 13.7  3,914 4.0

営業利益    1,550 4.0 － －  2,029 2.1

営業損失    － － 1,398 △5.5  － －

Ⅳ 営業外収益       

受取利息   32  32 65  

受取配当金   67  44 108  

持分法による投資
利益 

  919  420 1,802  

その他   130 1,149 3.0 35 532 2.1 233 2,208 2.3

Ⅴ 営業外費用       

支払利息   412  354 793  

その他   62 475 1.2 57 412 1.6 100 893 0.9

経常利益    2,224 5.8 － －  3,344 3.5

経常損失    － － 1,277 △5.0  － －

Ⅵ 特別利益       

前期損益修正益 ※２ 73  68 100  

固定資産売却益 ※３ 5  29 7  

投資有価証券売却
益 

  －  20 483  

その他   7 85 0.2 10 128 0.5 5 597 0.6

        



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失       

前期損益修正損 ※４ 187  106 279  

固定資産売却損 ※５ 5  28 5  

固定資産除却損 ※６ 10  5 12  

減損損失 ※７ 175  － 175  

開発事業損失引当
金繰入額 

  －  1,195 50  

棚卸不動産評価損   －  4,045 －  

その他   131 510 1.3 604 5,985 23.5 277 802 0.9

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   1,799 4.7 － －  3,140 3.2

税金等調整前中間
純損失 

   － － 7,135 △28.0  － －

法人税、住民税及
び事業税 

  57  60 139  

法人税等調整額   593 650 1.7 3,952 4,012 15.7 658 798 0.8

少数株主利益    － － 4 0.0  16 0.0

少数株主損失    32 0.1 － －  － －

中間（当期）純利
益 

   1,181 3.1 － －  2,326 2.4

中間純損失    － － 11,152 △43.7  － －

              



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

  

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   16,845 16,845 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 自己株式処分差益   － － 1,205 1,205 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  16,845 18,050 

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   4,654 4,654 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 土地再評価差額金取
崩額 

  697 723  

２ 中間(当期)純利益   1,181 2,326  

３ 連結子会社合併によ
る利益剰余金増加高 

  － 1,878 30 3,079 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 株主配当金   348 348 348 348 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,184 7,385 

     



 中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日 残高（百万円） 15,431 18,050 7,385 △694 40,174 

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）  △369  △369 

中間純損失  △11,152  △11,152 

自己株式の取得  △0 △0 

自己株式の処分  2 3 5 

土地再評価差額金の取崩  △138  △138 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

   

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 2 △11,660 3 △11,654 

平成18年9月30日 残高（百万円） 15,431 18,053 △4,274 △691 28,519 

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計 

平成18年3月31日 残高（百万円） 3,481 218 3,699 188 44,063 

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）  △369 

中間純損失  △11,152 

自己株式の取得  △0 

自己株式の処分  5 

土地再評価差額金の取崩  △138 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△296 △1,005 △1,302 8 △1,293 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△296 △1,005 △1,302 8 △12,948 

平成18年9月30日 残高（百万円） 3,184 △786 2,397 197 31,114 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
     

税金等調整前中間（当期）純利益 
又は税金等調整前中間純損失（△） 

  1,799 △7,135 3,140 

減価償却費   272 287 570 

減損損失   175 － 175 

棚卸不動産評価損   － 4,045 － 

貸倒引当金の増加・減少（△）額   △85 △35 △169 

退職給付引当金の増加・減少（△）

額 
  △56 △68 △2,082 

開発事業損失引当金の増加・減少

（△）額 
  － 1,195 50 

その他引当金の増加・減少（△）額   3 △226 50 

受取利息及び受取配当金   △100 △76 △173 

支払利息   412 354 793 

持分法による投資損失・利益（△）   △919 △420 △1,802 

投資有価証券売却損・益（△）   △3 △20 △483 

投資有価証券評価損・益（△）   2 26 2 

固定資産除売却損・益（△）   11 3 11 

売上債権の減少・増加（△）額   9,390 6,707 2,400 

未成工事支出金の減少・増加（△）

額 
  △8,402 △9,380 2,598 

棚卸資産の減少・増加（△）額   5,918 △619 6,725 

仕入債務の増加・減少（△）額   △6,643 △3,849 △4,379 

未成工事受入金の増加・減少（△）

額 
  6,750 6,202 △1,762 

その他資産の減少・増加（△）額   1,699 △838 1,435 

その他負債の増加・減少（△）額   △1,091 117 △108 

その他   △33 7 △23 

小計   9,099 △3,722 6,970 

利息及び配当金の受取額   102 53 206 

利息の支払額   △414 △368 △793 

法人税等の支払額   △91 △65 △165 

営業活動によるキャッシュ・フロー   8,695 △4,103 6,217 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
     

有形固定資産の取得による支出   △134 △1,847 △295 

有形固定資産の売却による収入   70 283 142 

投資有価証券の取得による支出   △124 △59 △202 

投資有価証券の売却による収入   21 42 969 

貸付けによる支出   △410 △81 △1,753 

貸付金の回収による収入   343 1,118 1,491 

その他   197 125 417 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △37 △417 769 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
     

短期借入金純増加・減少（△）額   △6,072 3,097 △7,344 

長期借入れによる収入   1,620 2,328 4,295 

長期借入金の返済による支出   △3,117 △4,649 △7,772 

社債の発行による収入   883 1,959 2,877 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

社債の償還による支出   △556 △606 △802 

配当金の支払額   △349 △369 △350 

自己株式の取得による支出   △0 △0 △1 

自己株式の売却による収入   － 5 9 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △7,592 1,765 △9,088 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差

額 
  3 △1 7 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少

（△）額 
  1,069 △2,756 △2,094 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   10,129 8,034 10,129 

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末（期

末）残高 
  11,198 5,278 8,034 

       



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数 ４社 連結子会社数 ３社 連結子会社数 ４社 

  ㈱九創 新総建設㈱  

大丸防音㈱ ㈱都市空間 

 新総建設㈱ 大丸防音㈱ 

 ㈱都市空間 

㈱九創 新総建設㈱  

大丸防音㈱ ㈱都市空間 

      なお、㈱九創は平成17年10月に

新総建設㈱と合併したため、当

連結会計年度まで損益計算書を

連結しております。 

  非連結子会社数 ２社 非連結子会社数 ３社 非連結子会社数 ３社 

  タイ若築㈱ ㈱レック タイ若築㈱ ㈱レック ㈱ＰＦ

Ｉ石巻 

タイ若築㈱ ㈱レック ㈱ＰＦ

Ｉ石巻 

   非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。 

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。 

  

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしておりません。 

 なお、㈱ＰＦＩ石巻は、株式

を取得したため、当連結会計年

度から子会社となりましたが、

上記の理由により非連結子会社

としております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用会社数 持分法適用会社数 持分法適用会社数 

関連会社 ３社 関連会社 ３社 関連会社 ３社 

   持分法適用の関連会社名並び

に持分法非適用の非連結子会社

名及び関連会社名は次のとおり

であります。 

 持分法適用の関連会社名並び

に持分法非適用の非連結子会社

名及び関連会社名は次のとおり

であります。 

 持分法適用の関連会社名並び

に持分法非適用の非連結子会社

名及び関連会社名は次のとおり

であります。 

  持分法適用の関連会社名 持分法適用の関連会社名 持分法適用の関連会社名 

  佐藤工業㈱ 田浦開発㈱ 

門司港開発㈱ 

佐藤工業㈱ 田浦開発㈱ 

門司港開発㈱ 

佐藤工業㈱ 田浦開発㈱ 

門司港開発㈱ 

  持分法非適用の非連結子会社名 持分法非適用の非連結子会社名 持分法非適用の非連結子会社名 

  タイ若築㈱ ㈱レック タイ若築㈱ ㈱レック ㈱Ｐ

ＦＩ石巻 

タイ若築㈱ ㈱レック ㈱Ｐ

ＦＩ石巻 

  持分法非適用の関連会社名 持分法非適用の関連会社名 持分法非適用の関連会社名 

  旭建設㈱ 旭建設㈱ 旭建設㈱ 

   上記の持分法非適用の非連

結子会社及び関連会社は、中

間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しておりま

す。 

 上記の持分法非適用の非連

結子会社及び関連会社は、中

間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しておりま

す。 

 上記の持分法非適用の非連

結子会社及び関連会社は、当

期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は当社

と同一であります。 

同左  連結子会社の決算日は当社と同

一であります。 



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 有価証券 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております） 

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

しております） 

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  棚卸資産 棚卸資産 棚卸資産 

     評価基準は原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）によ

っております。 

  

  販売用不動産 販売用不動産 販売用不動産 

  個別法による原価法 個別法 個別法による原価法 

  未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金 

  個別法による原価法 個別法 個別法による原価法 

  不動産事業等支出金 不動産事業等支出金 不動産事業等支出金 

  個別法による原価法 個別法 個別法による原価法 

  材料貯蔵品 材料貯蔵品 材料貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 最終仕入原価法 最終仕入原価法による原価法 

  ───── （会計方針の変更） ───── 

     「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日）が平成20年３月

31日以前に開始する連結会計年度

に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中

間連結会計期間より同会計基準を

適用しております。 

 なお、この変更により、税金等

調整前中間純損失は4,045百万円

増加しております。 

  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

 主として建物については定額

法、その他については定率法によ

っております。なお、耐用年数及

び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

同左 同左 

(3）繰延資産の処理方法  社債発行費は、商法施行規則の

規定に基づき３年間で均等償却し

ております。 

 社債発行費は、過年度発生分は

３年間の均等償却、今年度発生分

は償還期間内での均等償却をして

おります。 

 社債発行費は、商法施行規則の

規定に基づき３年間で均等償却し

ております。 



 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ───── （会計方針の変更） ───── 

     当中間連結会計期間より、「繰

延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会 

実務対応報告第19号 平成18年８

月11日）を適用しております。こ

れにより経常損失及び税金等調整

前中間純損失は5百万円減少して

おります。 

  

(4）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は1,480

百万円であります。 

 債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は1,433 

百万円であります。 

 債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は1,433 

百万円であります。 

  賞与引当金 賞与引当金 賞与引当金 

   従業員賞与の支出に備えて、支

給見込額基準により計上しており

ます。 

同左 同左 

  完成工事補償引当金 完成工事補償引当金 完成工事補償引当金 

   完成工事の瑕疵補修費の支出に

備えて、将来の見積補修額を計上

しております。 

同左 同左 

  退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

   従業員及び執行役員の退職給付

に備えて、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、各連結

会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により

費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

同左  従業員及び執行役員の退職給付

に備えて、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、過去勤務債務は、各連結

会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により

費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 



  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  役員退職慰労引当金 ───── 役員退職慰労引当金 

   当社は、役員の退職慰労金の支

出に備えて、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。 

   当社は、役員の退職慰労金の支

出に備えて、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

  開発事業損失引当金 開発事業損失引当金 開発事業損失引当金 

   開発事業取引に関して、将来発

生する可能性のある損失に備え

て、契約条件、開発計画等を検討

し、損失見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

 金利スワップはその要件を満た

しているため特例処理を採用して

おります。 

同左 同左 

(7）その他中間連結財務諸

表(連結財務諸表)作成

のための重要な事項 

完成工事高の計上基準 完成工事高の計上基準 完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

５億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は11,327百万円でありま

す。 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

５億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は10,565百万円でありま

す。 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

５億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は23,847百万円でありま

す。 

  消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

同左 同左 

５．（中間）連結キャッシ

ュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) ───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

により税金等調整前中間純利益は 175百万

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 

   当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

り税金等調整前当期純利益は 175百万円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

───── 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） ───── 

   当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 
 従来の資本の部の合計に相当する金額は

30,917百万円であります。 
 なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

  

───── 
（支店等事業所における管理費等の会計処

理） 
───── 

   従来、本社以外の支店等事業所で発生す

る販売・管理経費は、完成工事原価及び未

成工事支出金に配賦しておりましたが、当

中間連結会計期間より施工支援経費と認め

られるものを除き、販売費及び一般管理費

として処理することといたしました。 
 この変更は、近年における受注環境の変

化により、支店等事業所において発生する

経費の性質が変容しつつある状況を踏ま

え、当中間連結会計期間において支店等事

業所における組織の見直しを行ったことを

機に、発生経費の区分を明確化したことを

受けて、施工支援経費以外の経費を販売費

及び一般管理費として処理することで、損

益区分をより適正に表示することを目的と

して行ったものであります。 
 なお、この変更により、従来と同一の方

法によった場合に比べ、完成工事原価は970

百万円の減少、売上総利益は970百万円、販

売費及び一般管理費は1,534百万円の増加と

なり、営業損失、経常損失は563百万円増加

いたしました。また、期首時点で未成工事

支出金に配賦されている経費のうち、施工

支援経費以外のもの570百万円を特別損失と

して計上したため、税金等調整前中間純損

失は1,134百万円の増加となっております。 
 セグメントに与える影響は（セグメント

情報）に記載しております。 

  



追加情報 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── ───── (退職給付信託) 

     平成18年３月28日に、現金2,000百万円に

よる退職給付信託の設定を行っておりま

す。これにより当連結会計年度末の退職給

付引当金は同額減少しております。損益に

対する影響は軽微であります。 

───── （役員退職慰労金制度の廃止） ───── 

   当社は平成18年６月29日開催の定時株主

総会において役員退職慰労金制度の廃止を

決議いたしました。これに伴い、役員退職

慰労引当金を振替え、制度廃止以前の期間

にかかる支給見積額175百万円を流動負債の

「その他」に計上しております。 

  

───── (土地再評価に係る繰延税金資産の取崩し) (土地再評価に係る繰延税金資産の取崩し) 

   当中間連結会計期間末において、土地の

再評価に係る税金相当額の内、「土地再評

価に係る繰延税金資産」について回収の可

能性を個別に見直した結果、回収の可能性

を見込むことが困難な1,144百万円を取崩

し、同額を「土地再評価差額金」から減額

しております。 

 当連結会計年度末において、土地の再評

価に係る税金相当額の内、「土地再評価に

係る繰延税金資産」について回収の可能性

を個別に見直した結果、回収の可能性を見

込むことが困難な860百万円を取崩し、同額

を「土地再評価差額金」から減額しており

ます。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） （中間連結貸借対照表関係） 

 「長期貸付金」（前中間連結会計期間末残高2,923百

万円）は、従来投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しておりましたが、重要性を鑑み、当中間連結会計

期間より区分掲記することに変更いたしました。 

───── 

───── 「再評価に係る繰延税金負債」（前中間連結会計期間

末残高759百万円）は、従来固定負債の「その他」に含

めて表示しておりましたが、重要性を鑑み、当中間連結

会計期間より区分掲記することに変更いたしました。 

（中間連結損益計算書関係） （中間連結損益計算書関係） 

───── 「投資有価証券売却益」（前中間連結会計期間3百万

円）は、従来特別利益の「その他」に含めて表示してお

りましたが、特別利益総額の100分の10を超えたため、

当中間連結会計期間より区分掲記することに変更いたし

ました。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ このうち、下記のとおり担保に供して

おります。 

※１ このうち、下記のとおり担保に供して

おります。 

※１ このうち、下記のとおり担保に供して

おります。 

(1）(イ）担保差入資産 (1）(イ）担保差入資産 (1）(イ）担保差入資産 
  

  百万円

販売用不動産 197 

建物 737 

土地 1,311 

計 2,247 

  
  百万円

販売用不動産 197 

建物 717 

土地 1,311 

計 2,226 

  百万円

販売用不動産 197 

建物 727 

土地 1,311 

計 2,237 

(ロ）担保付債務 (ロ）担保付債務 (ロ）担保付債務 
  

  百万円

長期借入金 4,512 

（１年以内返済予定額を含む） 

  
  百万円

長期借入金 4,368 

（１年以内返済予定額を含む） 

  百万円

長期借入金 3,798 

（１年以内返済予定額を含む） 

(2）上記の他、定期預金76百万円を第三者

の借入金76百万円の担保に供しており

ます。 

(2）上記の他、定期預金57百万円を第三者

の借入金57百万円の担保に供しており

ます。 

(2）上記の他、定期預金57百万円を第三者

の借入金57百万円の担保に供しており

ます。 

２ 保証債務 ２ 保証債務 ２ 保証債務 

 連結会社以外の下記の相手先の金融機

関等からの借入に対し、債務保証を行っ

ております。 

 連結会社以外の下記の相手先の金融機

関等からの借入に対し、債務保証を行っ

ております。 

 連結会社以外の下記の相手先の金融機

関等からの借入に対し、債務保証を行っ

ております。 
  

  百万円

門司港開発㈱ 2,062 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

1,800 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

312 

その他 129 

計 4,304 

  
  百万円

門司港開発㈱ 1,905 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

1,800 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

286 

その他 129 

計 4,120 

  百万円

門司港開発㈱ 1,983 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

1,800 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

286 

その他 129 

計 4,199 

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

３ 手形割引高及び裏書譲渡高 ３ 手形割引高及び裏書譲渡高 ３ 手形割引高及び裏書譲渡高 
  

  

  百万円

  受取手形割引高 207 

  
  百万円

  受取手形割引高 150 

    

  百万円

  受取手形割引高 213 

  受取手形裏書譲渡高 130 

４ コミットメントライン ４ コミットメントライン ４ コミットメントライン 

当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、コミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、コミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、コミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。 
  

  

  百万円

コミットメントライン契約の

総額 
12,000 

借入実行残高 ― 

差引額 12,000 

  

  

  百万円

コミットメントライン契約の

総額 
12,000 

借入実行残高 3,000 

差引額 9,000 
  

  百万円

コミットメントライン契約の

総額 
12,000 

借入実行残高 ― 

差引額 12,000 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

───── ※５ 中間連結会計期間末日満期手形 ───── 

   中間連結会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処理を

しております。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれております。 

  

    
  百万円

  受取手形 183 

  支払手形 86 

  



（中間連結損益計算書関係） 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ このうち、主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

※１ このうち、主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

※１ このうち、主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 
  

  百万円

従業員給料手当 594 

賞与引当金繰入額 101 

退職給付費用 75 

  
  百万円

従業員給料手当 1,317 

賞与引当金繰入額 185 

退職給付費用 203 

  百万円

従業員給料手当 1,273 

賞与引当金繰入額 88 

退職給付費用 149 

※２ このうち、主要なものは次のとおりで

あります。 

※２ このうち、主要なものは次のとおりで

あります。 

※２ このうち、主要なものは次のとおりで

あります。 
  

  

  百万円

貸倒引当金戻入額 31 

  
  百万円

貸倒引当金戻入額 25 

過年度工事未収等修正益 32 
  

  百万円

過年度工事未収等修正益 61 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 
  

  

  百万円

建物・構築物 2 

機械・運搬具・工具器具

備品 

0 

土地 1 

合計 5 

  

  

  百万円

機械・運搬具・工具器具

備品 

8 

土地 21 

合計 29 

    

  百万円

建物・構築物 2 

機械・運搬具・工具器具

備品 

2 

船舶 0 

土地 1 

合計 7 

───── ───── ※４ このうち、主要なものは次のとおりで

あります。 

    
  百万円

過年度工事未払等修正損 77 

完成工事補償引当金繰入

額 
184 

※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 
  

  

  百万円

機械・運搬具・工具器具

備品 

5 

その他 0 

合計 5 

  
  百万円

機械・運搬具・工具器具

備品 

0 

船舶 25 

その他 2 

合計 28 
  

  百万円

機械・運搬具・工具器具

備品 

5 

その他 0 

合計 5 



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

  

  

  百万円

建物・構築物 6 

機械・運搬具・工具器具

備品 

3 

合計 10 

  
  百万円

建物・構築物 4 

機械・運搬具・工具器具

備品 

0 

船舶 0 

合計 5   

  百万円

建物・構築物 7 

機械・運搬具・工具器具

備品 

5 

合計 12 

※７ 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産または資産グループ

について減損損失を計上しております。 

  
───── 

  

※７ 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産または資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。 
  

用途 種類 場所 件数

賃貸用資産 土地 千葉県 １件

遊休資産 土地 千葉県他 ５件

  
用途 種類 場所 件数

賃貸用資産 土地 千葉県 １件

遊休資産 土地 千葉県他 ５件

   減損損失を認識した賃貸用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしております。 

 賃貸用資産及び遊休資産の地価の下落

等により、上記資産または資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(175百万円)とし

て特別損失に計上しております。 

  なお、当該資産または資産グループの

回収可能価額は正味売却価額と使用価値

のいずれか高い金額を採用しておりま

す。正味売却価額は路線価額等を合理的

に調整し評価しております。また、使用

価値は将来キャッシュフロー見積額を

3.3％で割り引いて算定しております。 

  減損損失を認識した賃貸用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしております。 

賃貸用資産及び遊休資産の地価の下落

等により、上記資産または資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(175百万円)として

特別損失に計上しております。 

なお、当該資産または資産グループの

回収可能価額は正味売却価額と使用価値

のいずれか高い金額を採用しておりま

す。正味売却価額は路線価額等を合理的

に調整し評価しております。また、使用

価値は将来キャッシュフロー見積額を

3.3％で割り引いて算定しております。 

 ８ 当社グループの売上高は、通常の営業

の形態として、連結会計年度の上半期の売上

高と下半期の売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季節的変動があ

ります。 

 ８       同左 ───── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 単元未満株式の買取による増加であります。 

   ２ 連結子会社の所有株式の売却による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式 

普通株式 129,649,939 － － 129,649,939 

合計 129,649,939 － － 129,649,939 

自己株式 

普通株式（注）１，２ 6,308,152 870 31,277 6,277,745 

合計 6,308,152 870 31,277 6,277,745 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 369 ３ 平成18年3月31日 平成18年6月30日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 
  
  百万円

現金預金勘定 11,325 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△126 

現金及び現金同等物 11,198 

  
  百万円

現金預金勘定 5,335 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△57 

現金及び現金同等物 5,278 

  百万円

現金預金勘定 8,092 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△57 

現金及び現金同等物 8,034 

───── ───── ２ 新株予約権付社債に付された新株予約権

の行使 

      当連結会計年度中に新株予約権付社債に

付された新株予約権の行使がありました。

なお、新株の発行に代えて当社所有の自己

株式を移転しております。 

      百万円

自己株式の減少額 796 

自己株式処分差益の増加額 1,203 

新株予約権付社債の減少額 2,000 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

機械・運搬具・工具器具備品 機械・運搬具・工具器具備品 機械・運搬具・工具器具備品 
  

  百万円

取得価額相当額 677 

減価償却累計額相当額 227 

中間期末残高相当額 449 

  
  百万円

取得価額相当額 742 

減価償却累計額相当額 341 

中間期末残高相当額 400 

  百万円

取得価額相当額 742 

減価償却累計額相当額 312 

期末残高相当額 430 

その他 その他 その他 
  

  百万円

取得価額相当額 43 

減価償却累計額相当額 11 

中間期末残高相当額 31 

  
  百万円

取得価額相当額 57 

減価償却累計額相当額 21 

中間期末残高相当額 36 

  百万円

取得価額相当額 51 

減価償却累計額相当額 16 

期末残高相当額 34 

合計 合計 合計 
  

  百万円

取得価額相当額 721 

減価償却累計額相当額 239 

中間期末残高相当額 481 

  
  百万円

取得価額相当額 800 

減価償却累計額相当額 363 

中間期末残高相当額 436 

  百万円

取得価額相当額 793 

減価償却累計額相当額 328 

期末残高相当額 464 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

  百万円

１年内 159 

１年超 321 

計 481 

  
  百万円

１年内 159 

１年超 277 

計 436 

  百万円

１年内 161 

１年超 303 

計 464 

 なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額の算定は、有形固定

資産の中間期末残高等に占めるその割合が

低いため、支払利子込み法によっておりま

す。 

同左  なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額の算定は、有形固定資産

の期末残高等に占めるその割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

  百万円

支払リース料 90 

減価償却費相当額 90 

  
  百万円

支払リース料 92 

減価償却費相当額 92 

  百万円

支払リース料 183 

減価償却費相当額 183 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

（減損損失について）     

 リース資産に配分された減損損失はないた

め、項目等の記載は省略しております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結（連結）貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

（デリバティブ取引関係） 

  

  

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価
（百万円）

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借
対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

株式 3,923 7,761 3,837 3,507 8,878 5,370 3,456 9,326 5,870

合計 3,923 7,761 3,837 3,507 8,878 5,370 3,456 9,326 5,870

種類 
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

非上場株式（百万円） 1,380 1,383 1,420 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、特例処理を採用

している金利スワップ以外にデリバ

ティブ取引を行っていないので、該

当事項はありません。 

同左 同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

  

前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注） １．事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業等：不動産の賃貸・販売・管理に関する事業他 

３．当中間連結会計期間において、中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載の通り、従来、完

成工事原価及び未成工事支出金に配賦しておりました、本社以外の支店等事業所で発生する販売・管理経費を、販売

費及び一般管理費に計上することに変更いたしました。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、建設事業の営業損失は563百万円増加しております。 

  

 

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業等
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 27,518 10,772 38,291 － 38,291

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

16 130 146 （146） －

計 27,535 10,902 38,438 （146） 38,291

営業費用 29,052 7,835 36,887 （146） 36,740

営業利益（△損失） △1,517 3,067 1,550 － 1,550

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業等
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 24,212 1,308 25,520 － 25,520

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

13 351 365 （365） －

計 24,226 1,659 25,886 （365） 25,520

営業費用 25,779 1,504 27,284 （365） 26,918

営業利益（△損失） △1,553 155 △1,398 － △1,398

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業等
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 83,215 13,648 96,863 - 96,863

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

- 84 84 （84） -

計 83,215 13,732 96,948 （84） 96,863

営業費用 84,649 10,269 94,918 （84） 94,834

営業利益（△損失） △1,433 3,463 2,029 - 2,029



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月

30日）及び前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月

30日）及び前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１．前中間連結会計期間及び前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

    ２．当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

３．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 347.57円

１株当たり中間純利益 10.18円

 
１株当たり純資産額 250.60円

１株当たり中間純損失 90.42円

１株当たり純資産額 355.71円

１株当たり当期純利益 19.82円

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（損失） 

（百万円） 
1,181 △11,152 2,326 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（損失）（百万円） 

1,181 △11,152 2,326 

普通株式の期中平均株式数（千株） 116,098 123,341 117,349 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、平成17年11月25日開催の取締役

会において、第２回無担保転換社債型新株

予約権付社債（転換社債型新株予約権付社

債間限定同順位特約付）の発行を決議し、

平成17年12月12日に発行いたしました。そ

の概要は次のとおりであります。 

───── ───── 

１．発行総額  2,000,000,000円     

２．発行価額  額面100円につき金100円     

３．利率    利息は付さない。     



 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．払込期日及び発行日 ───── ───── 

平成17年12月12日     

５．新株予約権の内容     

(1）新株予約権の目的である株式の種類

及び数 

    

 新株予約権の目的である株式の種類

は当社普通株式とし、その行使請求に

より当社が当社普通株式を新たに発行

またはこれに代えて当社の有する当社

普通株式を移転（以下当社普通株式の

発行または移転を「交付」という。）

する数は、行使請求に係る社債の発行

価額の総額を下記(4）②記載の転換価

額（ただし、下記(4）③または④によ

って修正または調整された場合は修正

後または調整後の転換価額）で除して

得られる最大整数とする。この場合に

１株未満の端数を生じたときはこれを

切り捨て、現金による調整は行わな

い。 

    

(2）発行する新株予約権の総数  20個     

(3）新株予約権の発行価額    無償     

(4）新株予約権の行使に際して払込をな

すべき額 

    

①新株予約権１個の行使に際して払込

をなすべき額は、社債の発行価額と同

額とする。 

    

②新株予約権の行使に際して払込をな

すべき１株当りの額（以下「転換価

額」という。）は当初289.8円とす

る。 

    

③転換価額の修正     

 新株予約権付社債の発行後、毎月第

３金曜日（以下「決定日」という。）

の翌取引日以降、転換価額は、決定日

まで（当日を含む。）の５連続取引日

（ただし、終値のない日は除き、決定

日が取引日でない場合には、決定日の

直前の取引日までの５連続取引日とす

る。以下「時価算定期間」という。）

の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の毎日の終値

（気配表示を含む。）の平均値の96％

に相当する金額（円位未満小数第２位

まで算出し、その小数第２位を切り捨

てる。以下「修正後転換価額」とい

う。）に修正される。なお、時価算定

期間内に、下記④で定める転換価額の

調整が生じた場合には、修正後転換価

額は、新株予約権付社債の社債要項に

従い当社が適当と判断する値に調整さ

れる。 

    



 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ただし、かかる算出の結果、修正後転

換価額が144.9円（以下「下限転換価

額」という。ただし、下記④による調

整を受ける。）を下回る場合には、修

正後転換価額は下限転換価額とし、修

正後転換価額が579.6円（以下「上限

転換価額」という。ただし、下記④に

よる調整を受ける。）を上回る場合に

は、修正後転換価額は上限転換価額と

する。 

───── ───── 

④転換価額の調整     

 当社は、新株予約権付社債の発行

後、時価を下回る発行価額または処分

価額で当社普通株式を新たに発行しま

たは処分する場合（ただし、当社普通

株式に転換される証券もしくは転換で

きる証券または当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）の転換

または行使による場合を除く。）に

は、次に定める算式をもって転換価額

を調整する。なお、次の算式におい

て、「既発行株式数」は当社の発行済

普通株式数から、当社の有する当社の

普通株式数を控除した数とする。 

    

調整後転換価額＝調整前転換価額×

（既発行株式数＋新発行・処分株式数

×１株当りの発行・処分価額÷時価）

÷(既発行株式数＋新発行・処分株式

数） 

    

 また、転換価額は、当社普通株式の

分割もしくは併合または時価を下回る

価額をもって当社普通株式に転換され

もしくは転換できる証券または当社の

普通株式の交付を請求できる権利（新

株予約権を含む。）を付与された証券

（新株予約権付社債を含む。）の発行

が行われる場合等にも適宜調整され

る。 

    

(5）新株予約権の行使請求期間     

 平成17年12月13日から平成19年12月

11日まで。 

    

(6）その他の新株予約権の行使の条件     

 当社が社債を繰上償還する場合また

は当社が社債につき期限の利益を喪失

した場合には、償還日または期限の利

益の喪失日以後新株予約権を行使する

ことはできない。当社が社債権者の請

求により社債の全部または一部を繰上

償還する場合には、繰上償還請求に要

する書類が償還金支払場所に到着した

とき以降、当該新株予約権を行使する

ことはできない。また、各新株予約権

の一部行使はできないものとする。 

    



  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(7）新株予約権の消却事由及び消却の条

件 

───── ───── 

消却事由は定めない。     

(8）新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本に

組入れる額 

    

 本新株予約権の行使により株式を発

行する場合の当社普通株式１株の発行

価格は、行使請求に係る本社債の発行

価額の総額を、上記(1）記載の交付株

式数で除した金額とする。 

 本新株予約権の行使により株式を発

行する場合の当社普通株式１株の資本

組入額は、当社普通株式１株の発行価

格に0.5を乗じた金額とし、計算の結

果１円未満の端数を生じる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。 

    

(9）代用払込に関する事項     

 商法第341条ノ３第１項第７号及び

第８号により、新株予約権を行使した

ときは社債の全額の償還に代えて当該

新株予約権の行使に際して払込をなす

べき額の全額の払込とする請求があっ

たものとみなし、かつ当該請求に基づ

く払込があったものとする。 

    

６．償還期限     

 社債は、平成19年12月12日にその総額

を償還する。 

    

７．募集方法     

 第三者割当の方法により、全額をみず

ほ証券株式会社に割り当てる。 

    

８．新株予約権付社債の手取金の使途     

 未積立退職給付債務の圧縮を目的とし

た、退職給付信託への拠出額に充当す

る。 

    



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

現金預金 ※２ 10,878  4,903 7,674  

受取手形 ※６ 2,852  2,425 514  

完成工事未収入金
等 

  14,150  14,717 23,123  

販売用不動産 ※２ 16,416  14,738 16,492  

未成工事支出金   24,405  22,582 13,382  

不動産事業等支出
金 

  3,187  6 2,244  

立替金   －  5,426 5,059  

その他 ※４ 7,912  2,660 2,660  

貸倒引当金   △293  △148 △174  

流動資産合計    79,509 65.5 67,313 62.1  70,977 61.7

Ⅱ 固定資産       

有形固定資産       

建物 
※１ 
※２ 

－  5,727 5,680  

土地 ※２ 13,050  14,919 13,110  

その他 
※１ 
※２ 

6,743  1,060 1,033  

有形固定資産計    19,794 21,707  19,824 

無形固定資産    147 139  143 

投資その他の資産       

投資有価証券   9,135  10,257 10,742  

その他   13,260  9,388 13,865  

貸倒引当金   △433  △435 △442  

投資その他の資産
計 

   21,962 19,210  24,166 

固定資産合計    41,904 34.5 41,058 37.9  44,133 38.3

Ⅲ 繰延資産    40 0.0 54 0.0  25 0.0

資産合計    121,454 100 108,426 100  115,137 100

        



 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

支払手形   11,808  11,064 11,869  

工事未払金等   11,410  10,676 13,592  

社債（１年以内償
還予定） 

  852  1,132 852  

短期借入金 ※２ 19,829  20,853 17,994  

未成工事受入金等   19,511  16,855 10,893  

引当金   467  442 486  

その他 ※４ 4,930  6,063 6,018  

流動負債合計    68,810 56.7 67,087 61.9  61,706 53.6

Ⅱ 固定負債       

社債   2,164  2,932 1,918  

長期借入金 ※２ 8,791  6,532 8,390  

退職給付引当金   4,854  2,764 2,838  

役員退職慰労引当
金 

  155  － 171  

開発事業損失引当
金 

  260  1,505 310  

その他   965  3,004 1,812  

固定負債合計    17,190 14.1 16,739 15.4  15,440 13.4

負債合計    86,000 70.8 83,826 77.3  77,147 67.0

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    15,431 12.7 － －  15,431 13.4

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金   3,857  － 3,857  

その他資本剰余金   12,975  － 14,178  

資本剰余金合計    16,833 13.8 － －  18,036 15.7

Ⅲ 利益剰余金       

中間（当期）未処
分利益 

  1,293  － 1,512  

利益剰余金合計    1,293 1.1 － －  1,512 1.3

Ⅳ 土地再評価差額金    1,105 0.9 － －  218 0.2

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

   2,275 1.9 － －  3,481 3.0

Ⅵ 自己株式    △1,486 △1.2 － －  △690 △0.6

資本合計    35,453 29.2 － －  37,989 33.0

負債資本合計    121,454 100 － －  115,137 100

              



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 15,431 14.2  － －

２ 資本剰余金       

(1）資本準備金   －  3,857 －  

(2）その他資本剰余
金 

  －  14,178 －  

資本剰余金合計    － － 18,036 16.6  － －

３ 利益剰余金       

(1）その他利益剰余
金 

      

繰越利益剰余金   －  △10,575 －  

利益剰余金合計    － － △10,575 △9.7  － －

４ 自己株式    － － △691 △0.6  － －

株主資本合計    － － 22,201 20.5  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 3,184 2.9  － －

２ 土地再評価差額金    － － △786 △0.7  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 2,397 2.2  － －

純資産合計    － － 24,599 22.7  － －

負債純資産合計    － － 108,426 100  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高       

完成工事高   26,565  23,290
  

81,044  

不動産事業等売上
高 

  10,694 37,259 100 1,228 24,518 100 12,809 93,853 100

Ⅱ 売上原価       

完成工事原価   26,462  21,847 79,451  

不動産事業等売上
原価 

  7,401 33,863 90.9 818 22,666 92.4 9,056 88,508 94.3

売上総利益       

完成工事総利益   103  1,442 1,592  

不動産事業等総利
益 

  3,292 3,396 9.1 409 1,852 7.6 3,753 5,345 5.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   1,790 4.8 3,292 13.5  3,519 3.8

営業利益    1,606 4.3 － －  1,826 1.9

営業損失    － － 1,439 △5.9  － －

Ⅳ 営業外収益       

受取利息   45  50 94  

その他 ※１ 153 198 0.5 82 132 0.5 245 340 0.4

Ⅴ 営業外費用       

支払利息   386  342 749  

その他   62 449 1.2 56 399 1.6 99 849 0.9

経常利益    1,355 3.6 － －  1,316 1.4

経常損失    － － 1,706 △7.0  － －

Ⅵ 特別利益 ※２  75 0.2 118 0.5  572 0.6

Ⅶ 特別損失 
※３ 
※４ 

 525 1.4 5,980 24.4  761 0.8

税引前中間（当
期）純利益 

   905 2.4 － －  1,127 1.2

税引前中間純損失    － － 7,568 △30.9  － －

法人税、住民税及
び事業税 

  55  57 118  

法人税等調整額   600 656 1.7 3,952 4,009 16.3 567 686 0.7

中間（当期）純利
益 

   248 0.7 － －  440 0.5

中間純損失    － － 11,578 △47.2  － －

前期繰越利益    347 －  347 

土地再評価差額金
取崩額 

   697 －  723 

中間（当期）未処
分利益 

   1,293 －  1,512 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日 残高（百万
円） 

15,431 3,857 14,178 18,036 1,512 1,512 △690 34,289

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）   △370 △370  △370

中間純損失   △11,578 △11,578  △11,578

自己株式の取得   △0 △0

土地再評価差額金の取崩   △138 △138  △138

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

   

中間会計期間中の変動額合計（百
万円） 

－ － － － △12,087 △12,087 △0 △12,087

平成18年9月30日 残高（百万
円） 

15,431 3,857 14,178 18,036 △10,575 △10,575 △691 22,201

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年3月31日 残高（百万
円） 

3,481 218 3,699 37,989

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注）  △370

中間純損失  △11,578

自己株式の取得  △0

土地再評価差額金の取崩  △138

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△296 △1,005 △1,302 △1,302

中間会計期間中の変動額合計（百
万円） 

△296 △1,005 △1,302 △13,390

平成18年9月30日 残高（百万
円） 

3,184 △786 2,397 24,599



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 有価証券 有価証券 

子会社及び関連会社株式 子会社及び関連会社株式 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しております） 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す） 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  棚卸資産 棚卸資産 棚卸資産 

     評価基準は原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）によ

っております。 

  

  販売用不動産 販売用不動産 販売用不動産 

  個別法による原価法 個別法 個別法による原価法 

  未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金 

  個別法による原価法 個別法 個別法による原価法 

  不動産事業等支出金 不動産事業等支出金 不動産事業等支出金 

  個別法による原価法 個別法 個別法による原価法 

  材料貯蔵品 材料貯蔵品 材料貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 最終仕入原価法 最終仕入原価法による原価法

  ────── （会計方針の変更） 

 「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日）が平成20年３月

31日以前に開始する事業年度に係

る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期

間より同会計基準を適用しており

ます。 

 なお、この変更により、税引前

中間純損失は4,045百万円増加し

ております。 

────── 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

 建物については定額法、その他

については定率法を採用しており

ます。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

同左 同左 

  無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 同左 同左 

３．繰延資産の処理方法  社債発行費は商法施行規則の規

定に基づき３年間で均等償却して

おります。 

 社債発行費は、過年度発生分は

３年間の均等償却、今年度発生分

は償還期間内での均等償却をして

おります。 

 社債発行費は商法施行規則の規

定に基づき３年間で均等償却して

おります。 



  
 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ────── （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「繰延資

産の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会 実務

対応報告第19号 平成18年８月11

日）を適用しております。これに

より経常損失及び税引前中間純損

失は5百万円減少しております。 

────── 

４．引当金の計上基準  貸倒引当金  貸倒引当金  貸倒引当金 

   債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は8,069  

百万円であります。 

 債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は8,021 

百万円であります。 

 債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は8,021 

百万円であります。 

  賞与引当金 賞与引当金 賞与引当金 

   従業員賞与の支出に備えて、支

給見込額基準により計上しており

ます。 

同左 同左 

  完成工事補償引当金 完成工事補償引当金 完成工事補償引当金 

   完成工事の瑕疵補修費の支出に

備えて、将来の見積補修額を計上

しております。 

同左 同左 

  退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

   従業員及び執行役員の退職給付

に備えて、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、各期の

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理

しております。 

 また、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしておりま

す。 

同左  従業員及び執行役員の退職給付

に備えて、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、各期の

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理

しております。 

 また、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から

費用処理することとしておりま

す。 



  
 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  役員退職慰労引当金 ────── 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

   役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

  開発事業損失引当金 開発事業損失引当金 開発事業損失引当金 

   開発事業取引に関して、将来発

生する可能性のある損失に備え

て、契約条件、開発計画等を検討

し、当社が負担することとなる損

失見込額を計上しております。 

同左 同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法  金利スワップはその要件を満た

しているため特例処理を採用して

おります。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

完成工事高の計上基準 完成工事高の計上基準 完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

５億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、11,327百万円であり

ます。 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

５億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、10,565百万円であり

ます。 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

５億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は、23,847百万円であり

ます。 

  消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) ────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

り税引前中間純利益は 175百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

   当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより税引

前当期純利益は 175百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

────── 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 
────── 

   当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

24,599百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

  

────── 
（支店等事業所における管理費等の会計処

理） 
────── 

   従来、本社以外の支店等事業所で発生す

る販売・管理経費は、完成工事原価及び未

成工事支出金に配賦しておりましたが、当

中間会計期間より施工支援経費と認められ

るものを除き、販売費及び一般管理費とし

て処理することといたしました。 

 この変更は、近年における受注環境の変

化により、支店等事業所において発生する

経費の性質が変容しつつある状況を踏ま

え、当中間会計期間において支店等事業所

における組織の見直しを行ったことを機

に、発生経費の区分を明確化したことを受

けて、施工支援経費以外の経費を販売費及

び一般管理費として処理することで、損益

区分をより適正に表示することを目的とし

て行ったものであります。 

なお、この変更により、従来と同一の方

法によった場合に比べ、完成工事原価は970

百万円の減少、売上総利益は970百万円、販

売費及び一般管理費は1,534百万円の増加と

なり、営業損失、経常損失は563百万円増加

いたしました。また、期首時点で未成工事

支出金に配賦されている経費のうち、施工

支援経費以外のもの570百万円を特別損失と

して計上したため、税引前中間純損失は

1,134百万円の増加となっております。 

  



追加情報 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ────── (退職給付信託) 

     平成18年３月28日に、現金2,000百万円に

よる退職給付信託の設定を行っておりま

す。これにより当事業年度末の退職給付引

当金は同額減少しております。損益に対す

る影響は軽微であります。 

───── （役員退職慰労金制度の廃止） ───── 

   当社は平成18年６月29日開催の定時株主

総会において役員退職慰労金制度の廃止を

決議いたしました。これに伴い、役員退職

慰労引当金を振替え、制度廃止以前の期間

にかかる支給見積額175百万円を流動負債の

「その他」に計上しております。 

  

───── (土地再評価に係る繰延税金資産の取崩し) (土地再評価に係る繰延税金資産の取崩し) 

   当中間会計期間末において、土地の再評

価に係る税金相当額の内、「土地再評価に

係る繰延税金資産」について回収の可能性

を個別に見直した結果、回収の可能性を見

込むことが困難な1,144百万円を取崩し、同

額を「土地再評価差額金」から減額してお

ります。 

 当事業年度末において、土地の再評価に

係る税金相当額の内、「土地再評価に係る

繰延税金資産」について回収の可能性を個

別に見直した結果、回収の可能性を見込む

ことが困難な860百万円を取崩し、同額を

「土地再評価差額金」から減額しておりま

す。 

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） （中間貸借対照表関係） 

 「繰延税金資産」（当中間期末残高5,218百万円）

は従来区分掲記しておりましたが、資産総額の100分

の５以下となったため、当中間期より投資その他の

資産の「その他」に含めて表示することに変更いた

しました。 

───── 

─────  「立替金」（前中間期末残高4,432百万円）は、従

来流動資産の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、資産総額の100分の５を超えたため、当中間期

より区分掲記することに変更いたしました。 

─────  「建物」（前中間期末残高5,743百万円）は、従来

固定資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、資産総額の100分の５を超えたため、当中間期よ

り区分掲記することに変更いたしました。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  
 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

13,002百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

12,317百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

13,124百万円であります。 

※２ このうち下記のとおり担保に供してお

ります。 

※２ このうち下記のとおり担保に供してお

ります。 

※２ このうち下記のとおり担保に供してお

ります。 

(1）(イ）担保差入資産 (1）(イ）担保差入資産 (1）(イ）担保差入資産 
  

  百万円

販売用不動産 197 

建物 641 

土地 1,160 

計 2,000 

  
  百万円

販売用不動産 197 

建物 626 

土地 1,160 

計 1,985 

  百万円

販売用不動産 197 

建物 634 

土地 1,160 

計 1,992 

(ロ）担保付債務 (ロ）担保付債務 (ロ）担保付債務 
  

  百万円

長期借入金 4,270 

（１年以内返済予定額を含む） 

  
  百万円

長期借入金 4,166 

（１年以内返済予定額を含む） 

  百万円

長期借入金 3,537 

（１年以内返済予定額を含む） 

(2）上記の他、定期預金76百万円を第三者

の借入金76百万円の担保に供しておりま

す。 

(2）上記の他、定期預金57百万円を第三者

の借入金57百万円の担保に供しておりま

す。 

(2）上記の他、定期預金57百万円を第三者

の借入金57百万円の担保に供しておりま

す。 

 ３ 保証債務  ３ 保証債務  ３ 保証債務 

 下記の相手先の金融機関等からの借入

に対し、債務保証を行っております。 

 下記の相手先の金融機関等からの借入

に対し、債務保証を行っております。 

 下記の相手先の金融機関等からの借入

に対し、債務保証を行っております。 
  

  百万円

門司港開発㈱ 2,062 

大丸防音㈱ 502 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

312 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

1,800 

その他 129 

計 4,806 

  
  百万円

門司港開発㈱ 1,905 

大丸防音㈱ 369 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

286 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

1,800 

その他 129 

計 4,490 

  百万円

門司港開発㈱ 1,983 

大丸防音㈱ 504 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

286 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

1,800 

その他 129 

計 4,703 

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

※４ 消費税等の取扱い ※４ 消費税等の取扱い ───── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

同左   

５ コミットメントライン ５ コミットメントライン ５ コミットメントライン 

当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、コミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、コミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、コミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。 
  
  百万円

コミットメントライン契約の

総額 
12,000 

借入実行残高 ― 

差引額 12,000 

  
  百万円

コミットメントライン契約の

総額 
12,000 

借入実行残高 3,000 

差引額 9,000 

  百万円

コミットメントライン契約の

総額 
12,000 

借入実行残高 ― 

差引額 12,000 



  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

───── ※６ 中間期末日満期手形 ───── 

   中間期末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、

当中間会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間期末日満期手形が、中間

期末残高に含まれております。 

  

    
  百万円

  受取手形 183 

  



（中間損益計算書関係） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の「その他」のうち主要な

ものは次のとおりであります。 

※１ 営業外収益の「その他」のうち主要な

ものは次のとおりであります。 

※１ 営業外収益の「その他」のうち主要な

ものは次のとおりであります。 
  

  百万円

受取配当金 66 

  
  百万円

受取配当金 43 

  百万円

受取配当金 107 

───── ───── ※２ 特別利益のうち主要なものは次のとお

りであります。 
    

  百万円

前期損益修正益 87 

投資有価証券売却益 476 

    

※３ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※３ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※３ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 
  

  百万円

減損損失 175 

完成工事補償引当金繰入

額 

151 

  
  百万円

棚卸不動産評価損 4,045 

    

    

  百万円

前期損益修正損 279 

減損損失 175 

※４ 当中間会計期間において、当社は以下

の資産または資産グループについて減損

損失を計上しております。 

用途 種類 場所 件数

賃貸用資産 土地 千葉県 １件

遊休資産 土地 千葉県他 ５件

───── ※４ 当事業年度において、当社は以下の資

産または資産グループについて減損損失

を計上しております。 

用途 種類 場所 件数

賃貸用資産 土地 千葉県 １件

遊休資産 土地 千葉県他 ５件



  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 単元未満株式の買取による増加であります。 

  

  

  次へ 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   減損損失を認識した賃貸用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしております。 

 賃貸用資産及び遊休資産の地価の下落

等により、上記資産または資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(175百万円)とし

て特別損失に計上しております。 

  なお、当該資産または資産グループの

回収可能価額は正味売却価額と使用価値

のいずれか高い金額を採用しておりま

す。正味売却価額は路線価額等を合理的

に調整し評価しております。また、使用

価値は将来キャッシュフロー見積額を

3.3％で割り引いて算定しております。 

     減損損失を認識した賃貸用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしております。 

 賃貸用資産及び遊休資産の地価の下落

等により、上記資産または資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(175百万円)とし

て特別損失に計上しております。 

なお、当該資産または資産グループの

回収可能価額は正味売却価額と使用価値

のいずれか高い金額を採用しておりま

す。正味売却価額は路線価額等を合理的

に調整し評価しております。また、使用

価値は将来キャッシュフロー見積額を

3.3％で割り引いて算定しております。 

 ５ 当社の売上高は通常の営業の形態とし

て、事業年度の上半期の売上高と下半期

の売上高との間に著しい相違がありま

す。当中間期末に至る一年間の売上高は

次のとおりであります。 

 ５       同左 ───── 

  
  百万円

前事業年度下半期 53,008 

当中間期 37,259 

計 90,267 

  
  百万円

前事業年度下半期 56,593 

当中間期 24,518 

計 81,112 

  

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 
  

  百万円

有形固定資産 188 

無形固定資産 12 

計 200 

  
  百万円

有形固定資産 205 

無形固定資産 12 

計 218 

  百万円

有形固定資産 391 

無形固定資産 25 

計 416 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間
増加株式数（株） 

当中間会計期間
減少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 （注） 6,276,875 870 － 6,277,745 

合計 6,276,875 870 － 6,277,745 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

工具器具・備品 工具器具・備品 工具器具・備品 

百万円 百万円 百万円 
  

取得価額相当額 297 

減価償却累計額相当額 83 

中間期末残高相当額 213 

  
取得価額相当額 312 

減価償却累計額相当額 142 

中間期末残高相当額 170 

取得価額相当額 311 

減価償却累計額相当額 112 

期末残高相当額 198 

車両運搬具 車両運搬具 車両運搬具 

百万円 百万円 百万円 
  

取得価額相当額 380 

減価償却累計額相当額 144 

中間期末残高相当額 236 

  
取得価額相当額 429 

減価償却累計額相当額 199 

中間期末残高相当額 229 

取得価額相当額 431 

減価償却累計額相当額 199 

期末残高相当額 231 

その他 その他 その他 

百万円 百万円 百万円 
  

取得価額相当額 43 

減価償却累計額相当額 11 

中間期末残高相当額 31 

  
取得価額相当額 57 

減価償却累計額相当額 21 

中間期末残高相当額 36 

取得価額相当額 51 

減価償却累計額相当額 16 

期末残高相当額 34 

合計 合計 合計 

百万円 百万円 百万円 
  

取得価額相当額 721 

減価償却累計額相当額 239 

中間期末残高相当額 481 

  
取得価額相当額 800 

減価償却累計額相当額 363 

中間期末残高相当額 436 

取得価額相当額 793 

減価償却累計額相当額 328 

期末残高相当額 464 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

  百万円

１年内 159 

１年超 321 

計 481 

  
  百万円

１年内 159 

１年超 277 

計 436 

  百万円

１年内 161 

１年超 303 

計 464 

 なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額の算定は、有形固定

資産の中間期末残高等に占めるその割合が

低いため、支払利子込み法によっておりま

す。 

同左  なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額の算定は、有形固定資産

の期末残高等に占めるその割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

  百万円

支払リース料 89 

減価償却費相当額 89 

  
  百万円

支払リース料 92 

減価償却費相当額 92 

  百万円

支払リース料 182 

減価償却費相当額 182 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないた

め、項目等の記載は省略しております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

  
 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 305.29円

１株当たり中間純利益 2.14円

 
１株当たり純資産額 199.39円

１株当たり中間純損失 93.85円

１株当たり純資産額 307.92円

１株当たり当期純利益 3.75円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（損
失） 

（百万円） 248 △11,578 440 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － ― 

普通株式に係る中間（当
期）純利益（損失） 

（百万円） 248 △11,578 440 

普通株式の期中平均株式数 （千株） 116,134 123,372 117,394 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、平成17年11月25日開催の取締役

会において、第２回無担保転換社債型新株

予約権付社債（転換社債型新株予約権付社

債間限定同順位特約付）の発行を決議し、

平成17年12月12日に発行いたしました。そ

の概要は次のとおりであります。 

───── ───── 

１．発行総額  2,000,000,000円     

２．発行価額  額面100円につき金100円     

３．利率    利息は付さない。     

４．払込期日及び発行日     

平成17年12月12日     



  
 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．新株予約権の内容 ───── ───── 

(1）新株予約権の目的である株式の種類

及び数 

    

 新株予約権の目的である株式の種類

は当社普通株式とし、その行使請求に

より当社が当社普通株式を新たに発行

またはこれに代えて当社の有する当社

普通株式を移転（以下当社普通株式の

発行または移転を「交付」という。）

する数は、行使請求に係る社債の発行

価額の総額を下記(4）②記載の転換価

額（ただし、下記(4）③または④によ

って修正または調整された場合は修正

後または調整後の転換価額）で除して

得られる最大整数とする。この場合に

１株未満の端数を生じたときはこれを

切り捨て、現金による調整は行わな

い。 

    

(2）発行する新株予約権の総数  20個     

(3）新株予約権の発行価額    無償     

(4）新株予約権の行使に際して払込をな

すべき額 

    

①新株予約権１個の行使に際して払込

をなすべき額は、社債の発行価額と同

額とする。 

    

②新株予約権の行使に際して払込をな

すべき１株当りの額（以下「転換価

額」という。）は当初289.8円とす

る。 

    

③転換価額の修正     

 新株予約権付社債の発行後、毎月第

３金曜日（以下「決定日」という。）

の翌取引日以降、転換価額は、決定日

まで（当日を含む。）の５連続取引日

（ただし、終値のない日は除き、決定

日が取引日でない場合には、決定日の

直前の取引日までの５連続取引日とす

る。以下「時価算定期間」という。）

の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の毎日の終値

（気配表示を含む。）の平均値の96％

に相当する金額（円位未満小数第２位

まで算出し、その小数第２位を切り捨

てる。以下「修正後転換価額」とい

う。）に修正される。なお、時価算定

期間内に、下記④で定める転換価額の

調整が生じた場合には、修正後転換価

額は、新株予約権付社債の社債要項に

従い当社が適当と判断する値に調整さ

れる。 

    



 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ただし、かかる算出の結果、修正後転

換価額が144.9円（以下「下限転換価

額」という。ただし、下記④による調

整を受ける。）を下回る場合には、修

正後転換価額は下限転換価額とし、修

正後転換価額が579.6円（以下「上限

転換価額」という。ただし、下記④に

よる調整を受ける。）を上回る場合に

は、修正後転換価額は上限転換価額と

する。 

───── ───── 

④転換価額の調整     

 当社は、新株予約権付社債の発行

後、時価を下回る発行価額または処分

価額で当社普通株式を新たに発行しま

たは処分する場合（ただし、当社普通

株式に転換される証券もしくは転換で

きる証券または当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）の転換

または行使による場合を除く。）に

は、次に定める算式をもって転換価額

を調整する。なお、次の算式におい

て、「既発行株式数」は当社の発行済

普通株式数から、当社の有する当社の

普通株式数を控除した数とする。 

    

調整後転換価額＝調整前転換価額×

（既発行株式数＋新発行・処分株式数

×１株当りの発行・処分価額÷時価）

÷（既発行株式数＋新発行・処分株式

数） 

    

 また、転換価額は、当社普通株式の

分割もしくは併合または時価を下回る

価額をもって当社普通株式に転換され

もしくは転換できる証券または当社の

普通株式の交付を請求できる権利（新

株予約権を含む。）を付与された証券

（新株予約権付社債を含む。）の発行

が行われる場合等にも適宜調整され

る。 

    

(5）新株予約権の行使請求期間     

 平成17年12月13日から平成19年12月

11日まで。 

    

(6）その他の新株予約権の行使の条件     

 当社が社債を繰上償還する場合また

は当社が社債につき期限の利益を喪失

した場合には、償還日または期限の利

益の喪失日以後新株予約権を行使する

ことはできない。当社が社債権者の請

求により社債の全部または一部を繰上

償還する場合には、繰上償還請求に要

する書類が償還金支払場所に到着した

とき以降、当該新株予約権を行使する

ことはできない。また、各新株予約権

の一部行使はできないものとする。 

    



  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(7）新株予約権の消却事由及び消却の条

件 

───── ───── 

消却事由は定めない。     

(8）新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本に

組入れる額 

    

 本新株予約権の行使により株式を発

行する場合の当社普通株式１株の発行

価格は、行使請求に係る本社債の発行

価額の総額を、上記(1）記載の交付株

式数で除した金額とする。 

 本新株予約権の行使により株式を発

行する場合の当社普通株式１株の資本

組入額は、当社普通株式１株の発行価

格に0.5を乗じた金額とし、計算の結

果１円未満の端数を生じる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。 

    

(9）代用払込に関する事項     

 商法第341条ノ３第１項第７号及び

第８号により、新株予約権を行使した

ときは社債の全額の償還に代えて当該

新株予約権の行使に際して払込をなす

べき額の全額の払込とする請求があっ

たものとみなし、かつ当該請求に基づ

く払込があったものとする。 

    

６．償還期限     

 社債は、平成19年12月12日にその総額

を償還する。 

    

７．募集方法     

 第三者割当の方法により、全額をみず

ほ証券株式会社に割り当てる。 

    

８．新株予約権付社債の手取金の使途     

 未積立退職給付債務の圧縮を目的とし

た、退職給付信託への拠出額に充当す

る。 

    



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法第25条第１項各号に掲げる

書類は、次のとおりであります。 

  

  
 

有価証券報告書及びその添付書類   

 事業年度（第190期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 平成18年６月30日提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１７年１２月１５日

若築建設株式会社       

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 伯川 志郎   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 竹之内 髙司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

若築建設株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、若築建設株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成してい

る。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月１５日

若築建設株式会社       

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 伯川 志郎   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 竹之内 髙司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

若築建設株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、若築建設株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．会計方針の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準の適用が認め

られることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から支

店等事業所における管理費等の会計処理の方法を変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１７年１２月１５日

若築建設株式会社       

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 伯川 志郎   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 竹之内 髙司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

若築建設株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１９０期事業年度の中間会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、若築建設株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月１５日

若築建設株式会社       

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 伯川 志郎   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 竹之内 髙司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

若築建設株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１９１期事業年度の中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、若築建設株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．会計方針の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準の適用が認められ

ることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から支店等事業

所における管理費等の会計処理の方法を変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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